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諮問庁：国土交通大臣 

諮問日：平成３０年１１月８日（平成３０年（行個）諮問第２０２号） 

答申日：平成３１年２月２８日（平成３０年度（行個）答申第１９１号） 

事件名：本人が所有する建物に係る違反建築物等処理簿等の一部開示決定に関

する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   「違法行為等に関する情報の提供について（特定年月日Ｈ付特定文書番

号Ａ特定市長発，国土交通大臣宛て文書の一部）」に記録された保有個人

情報（以下「本件対象保有個人情報」という。）につき，その一部を不開

示とした決定については，審査請求人が開示すべきとする部分のうち，別

紙に掲げる部分を開示すべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

   行政機関が保有する個人情報の保護に関する法律（以下「法」という。）

１２条１項の規定に基づく開示請求に対し，平成３０年６月１２日付け国

部整総情第１６２１号により中部地方整備局長（以下「処分庁」という。）

が行った一部開示決定（以下「原処分」という。）について，その決定を

取り消し，不開示部分（違反建築物等処理簿の処理欄（担当者印）を除

く。）を開示するよう求める。 

 ２ 審査請求の理由 

 （１）審査請求書 

   ア 特定市が処分庁に提出した報告書について 

   （ア）国土交通省の通達文書（「平成１８年５月１１日付国住指第５４

１号・違法行為若しくはその疑義に関する情報を把握した場合の初

動対応と公表のあり方について（技術的助言）」（以下「平成１８

年通知」という。）及び「平成２３年９月８日付国住安第２８号・

違法行為若しくはその疑義に関する情報を把握した場合の対応につ

いて」（以下「平成２３年通知」という。））では，特定行政庁，

都道府県又は国土交通省が違法行為に関する情報を把握した場合の

対応の手順が定められており，特定行政庁が違法行為を把握した場

合は，地方整備局担当窓口を通じて，国土交通大臣に報告するよう

求められている（建築士法１０条１項では，国土交通大臣は，違法

行為を行った一級建築士に対して，懲戒処分を行うことができると

規定している。）。 
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   （イ）特定市は，技術的助言等（平成１８年通知及び平成２３年通知）

に基づき，本件建築物に係る違法行為を処分庁に報告しているが，

一部の違法行為（一級建築士処分基準のランク表に記載されている

懲戒事由に該当する行為（「違反設計：建築士法１８条１項違反」

や「工事監理不履行・工事監理不十分：同条３項違反」）を隠蔽し，

報告していない疑いがある。特定市が違法行為の全てを報告してい

るか否かを確認するため，請求を行っている。 

   （ウ）報告書の内容に疑いをもった理由 

      （特定市の対応について） 

      特定市は，違反の疑いのある行為（設計・施工・建築士法違反）

について問い合わせを行っても，法律に適合するか否かを明らかに

しようとしない。このような特定市の対応に○年以上苦慮している。

法律に適合するか否かを明らかにしない特定市の対応は，違法行為

を隠蔽しているのではないかと疑わざるを得ない。 

      （例１） 

      特定市は，立入調査（特定年月Ｅ）から現在に至るまで，設計図

書の内容が建築基準法に適合するか否かの判断を明らかにしていな

い（下記の件について問い合わせを行っても，明らかにしようとし

ない。）。 

本件建築物は，特定部分Ａの厚さが○ｃｍで設計・施工されてい

る。特定市は厚さ不足を理由に施工を違反と判断しているが（特定

市報告書添付資料「是正計画書の提出について」（略）の記載内容

のとおり），当該部分の設計が建築基準法に適合するか否か（建築

士法１８条１項に違反又は違反の疑いがあるか否か）を明らかにし

ようとしない（特定部分Ａの厚さは○ｃｍで設計・施工されている

ことから，施工が違反であれば，当然，設計も違反ということにな

るが，設計の内容が法律に適合するか否かの判断を明かそうとしな

い。）。 

（例２） 

本件建築物には，設計図書のとおりに実施されていない箇所及び

違反箇所（合計）が○箇所以上放置されている。建築士法１８条３

項では，「建築士は，工事監理を行う場合において，工事が設計図

書のとおりに実施されていないと認めるときは，直ちに，工事施工

者に対して，その旨を指摘し，当該工事を設計図書のとおりに実施

するよう求め，当該工事施工者がこれに従わないときは，その旨を

建築主に報告しなければならない。」と定められているが，特定建

築士Ａ（工事監理者）は工事施工者に指摘を行わず，建築主（審査

請求人）にも報告していない。このことは同項に違反すると思われ
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るが，特定市は違反するか否か（同項に違反又は違反の疑いがある

か否か）を明らかにしようとしない（平成２３年通知では，工事監

理について違反事実が確認された場合又は違反の可能性が高いと判

断される場合は，地方整備局の担当窓口を通じて国土交通大臣に報

告するよう求められているが，特定市は，違反の可能性が高い案件

であるにもかかわらず，報告を行っていない疑いがある。）。 

（例３） 

特定建築士Ａ（工事監理者）は，完了検査申請書第四面（工事監

理における確認状況の報告）において，設計図書と現地との間で不

整合であるにもかかわらず（設計図書のとおりに実施されていない

箇所・違反箇所の合計が○箇所以上存在），全ての照合結果欄に

（適）と記載し，整合しているとする虚偽の申請を行っている。こ

の行為（建築士処分基準の懲戒事由（工事監理者欄等虚偽記入：確

認申請書等に虚偽の記入をした場合））について特定市に問い合わ

せを行ったが（建築士法１０条１項２号に違反又は違反の疑いがあ

るか否か），特定市は明らかにしようとしない。 

（設計図書のとおりに実施されていない箇所の例） 

本件建築物は，特定部分Ｂの組み方が設計図書のとおりに実施さ

れていない（添付資料（略）のとおり，（略））。建築士（工事監

理者）がこのような大きな間違い（○箇所）に気付かないことは考

えられないため，問題が起きていることを知りつつ，完了検査申請

書第四面の照合結果欄に（適）と記載したことが分かる。特定建築

士Ａ（工事監理者）は，事実ではない内容を申請書に記入している。 

上記の件以外にも，法適合性がはっきりしない内容（設計・施

工・建築士法違反）が複数あるが，問い合わせを行っても，特定市

は明らかにしようとしない。このような状況（違反の疑いがある複

数の件について，特定市が法適合性を明らかにしていない状況。）

で，特定市は強引に報告を行っている。こちらが問い合わせを行っ

ている件について（設計図書の内容が法律に適合するか否か・工事

監理の違反の有無等），法適合性を明らかにしない状況で報告を行

っていることから，違法行為の全てが報告されていない可能性があ

り，報告書の内容を確認したいと考えている。また，一部の建築士

法違反（工事監理報告書未提出：同法２０条３項違反）については

特定市が認めているため，この件を報告しているか否かも確認した

いと考えている。 

   イ 違反建築物等処理簿の不開示部分について 

   （ア）調査日・調査員 

      調査日が，建物への立入調査が行われた日（特定年月日Ｃ）のこ
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とであれば，審査請求人も立ち会っているため，知っている情報と

なる。調査員についても，立入調査を行った特定市職員（特定課：

特定個人）のことであれば，既に知っている情報であるため，開示

していただきたい。 

処分庁は，不開示理由として，法１４条７号（開示することによ

り，事務等の遂行に支障を及ぼすおそれがある。）を挙げているが，

支障を及ぼす具体的な理由について説明がされていない。調査日，

調査員が建物所有者に明かされたとしても，実際に支障が出るとは

考えにくいため（立入調査のように），当該調査の調査日，調査員

が建物所有者に明かされた場合に，どのような支障が出るのかにつ

いて説明していただきたい。 

（イ）発見種別 

「現地調査」や「通報」と記載されている場合は，どちらの場合

も，審査請求人が知っている情報である（審査請求人（建物所有者）

が，特定市に対して，違反内容に関する問い合わせや資料を送付し

（通報），その後特定市が立ち入り調査を行っている。）。 

   （ウ）違反の内容 

      特定市が「是正計画書の提出について」等の書類で明らかにして

おり，審査請求人（建物所有者）が既に知っている情報である。 

そもそも，建物所有者に違反内容を秘匿する理由が不明である。

実施機関には具体的な支障内容（所有建物に関する違反内容を，所

有者が知ってどのような支障があるのか。）を説明していただきた

い。 

「所有建物に関する違反内容を所有者にも開示しない」という判

断がされているが，これでは，仮に特定市が虚偽の報告（業者の処

分が重くならないように建築士処分基準のランクの重い違反行為を

報告しない等）を行ったとしても，誰も確認することができない。

このような不透明なことを行っていることに疑問を感じる。 

   （エ）処理欄（年月日，処理経過） 

      建物所有者に対して是正計画書の提出を求めたことや建物所有者

からの違反内容に関する問い合わせ及びこれに対する市の対応した

結果等，特定市と建物所有者との間のやり取りの結果が記録されて

いるものと思われる。特定市と建物所有者との間で行われたやり取

りの内容であれば，審査請求人（建物所有者）が知っている情報と

なるため，開示していただきたい。 

   ウ 建築基準法１２条５項に基づく報告書の不開示部分について 

    技術的助言等（平成１８年通知及び平成２３年通知）では，特定行

政庁が違法行為に関する情報を把握した際は，建築基準法１２条５項
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に基づく「設計者」「施工者」「工事監理者」等に対する報告聴取，

同条６項に基づく立入調査により，違反事実を把握するよう求めてい

る。そして，本件建築物の建築に係わった業者は，特定建築士Ａ（設

計者・工事監理者）と特定業者（工事施工者・工事監理者）であるこ

とから，技術的助言等に基づき，特定市が両者に報告を求めることは

容易に推測ができることである（報告書の提出者は，特定建築士Ａと

特定業者であることが推測できる。）。 

  （ア）特定建築士Ａの氏名・印影について 

     特定建築士Ａは，建築士（設計者・工事監理者）として報告書を

提出しているため，氏名は，「事業を営む個人の当該事業に関する

情報」である。 

（事業情報として開示すべき理由） 

建築基準法１２条５項報告書は，「必要があれば提出を求めるこ

とができるもの」であって，この報告書を提出していることが明ら

かになったとしても，報告者の権利・利益を害するとは考えにくい。 

（印影） 

添付資料（１．確認申請書類等の印影（略），２．特定建築士Ａ

の作成した回答書（問い合わせを行った際に出された回答書）の印

影（略））の印影であれば，こちらが知っている情報であるため，

開示していただきたい。 

   （イ）現在までの経過概要 

      本件建築物の問題に係る経過概要であるため，建物所有者が知っ

ている情報が含まれるか否かについて，改めて検討していただきた

い。 

   （ウ）特定業者から提出されている報告書の氏名・印影について 

      平成２３年通知では，工事監理者に報告聴取を行うことを求めて

いるため，工事監理者である特定建築士Ｂの氏名が記載されている

ことが推測できる。報告者名が特定建築士Ｂの場合は，建築士（施

工者・工事監理者）として報告書を提出しているため（建築士の権

限に基づいて当該法人の職務として行っている行為），氏名につい

ては法人に関する情報である。 

（法人情報として開示すべき理由） 

建築基準法１２条５項報告書は，「必要があれば提出を求めるこ

とができるもの」であって，この報告書を提出していることが明ら

かになったとしても，当該法人の権利・利益を害するとは考えにく

い。 

（印影） 

添付資料（１．確認申請書記載事項変更届の印影（略））の印影
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と同じ印影であれば，こちらが知っている情報であるため，開示し

ていただきたい。 

 （２）意見書 

   ア 諮問庁から提出された理由説明書（下記第３。以下同じ。）につい 

   て 

    最初に，諮問庁から提出された理由説明書の内容（こちらが提出し

た審査請求書の内容を諮問庁側で打ち直している部分）に誤り（原本

と違う部分）があるため，訂正をお願いします。 

    （第３において訂正済のため省略。） 

   イ 調査日について 

    理由説明書に，「調査日の欄に記載する日付は，特定市が違反建築

物等の疑いがあると覚知した日である。当該案件では審査請求人が中

部地方整備局へ通報したことにより特定市が覚知することとなった」

との説明がありますが，この部分の説明には疑問があります。 

    特定市には違反内容に関する問い合わせ（違反内容を説明した書面，

図面，写真の送付）を複数回行っており，特定年月Ａの時点で，特定

市は「違反建築物等の疑いがあること」の認識を持っていたはずです

（添付資料①（略）のとおり）。また，「裁判において，特定構造に

関し，設計・施工がともに違反認定されていること」も書面で伝えて

いるため，特定年月Ｂの時点でも，「違反の疑いがあること」の認識

を持っていたはずです。その後も，特定年月Ｃに特定構造違反，特定

年月Ｄに特定部分Ａの違反を特定市は認めています（添付資料②（略）

③（略）のとおり）。 

    上記のことから，特定市は，建物所有者（審査請求人）からの通報

により，「違反建築物等の疑いがあること」の認識を持ったと考えて

います。（違反建築物等処理簿に記載されている調査日（違反建築物

等の疑いがあると覚知した日）が，特定年月Ｃ（特定市が特定構造違

反を認めている）以降ということは考えられないため，この点につい

て再度確認をお願いします。） 

   ウ 法１４条７号の該当性について 

    理由説明書では，法１４条７号の「支障を及ぼすおそれ」について

下記の説明がされていますが，一般的なことが説明されているだけで

あって，本件対象保有個人情報の内容に照らして，個別具体的に判断

が行われておらず，同号の「支障を及ぼすおそれ」が個別具体的に立

証されていません。 

 ○ 国から審査請求人へ調査・報告内容が開示された事実を何らかの

方法で建築士が知った場合，以後国に対し情報が開示請求人に開示

されることを懸念し，正確な違反事実等の報告をためらうおそれが
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ある。 

 ○ 一般的に，違反事実を把握した特定行政庁は，建築士を指導する

国土交通大臣（国）等に建築士処分に係る情報提供を行う。当該内

容が特定の個人に開示されると特定行政庁が懸念することにより，

本件に限らず特定行政庁が個人に関わる情報等の提供をためらうお

それがある。 

（例１) 

諮問庁は，調査日について，法１４条７号に該当するとして不開

示にしていますが（上記のような影響があると説明していますが），

調査日（特定市が違反建築物等の疑いがあることを覚知した日）を

建物所有者（審査請求人）に明らかにしたとして，そのことにより，

建築士が違反事実等の報告をためらい，特定行政庁が情報提供をた

めらうようになるとは考えられません。 

調査日を建物所有者に明かすことによる支障内容について，諮問

庁は具体的に説明をしていません。 

（例２) 

諮問庁は，処理欄に記載されている内容（特定市と審査請求人と

の間で行われたやり取りの状況）を法１４条７号に該当するとして

不開示としていますが，やり取りの状況は当事者が当然知っている

情報であって（特定市とのやり取りはすべて書面で行っています），

この情報を開示したとしても，著しい支障が生じるとは考えられま

せん。諮問庁は，「建築士が違反事実の報告をためらうおそれがあ

る」「特定行政庁が情報提供をためらうおそれがある」といった暖

昧な理由により不開示決定を行い，処理欄の内容（特定市と審査請

求人のやり取りの状況）を明かすことによる具体的な支障内容を説

明していません。 

建築基準法１２条５項に基づき，設計者，施工者に報告を求め，

報告書が提出されたことも処理欄に記載されていると思われますが，

同項に基づき関係者へ報告を求めることは，国の通達文書（「平成

１８年通知」」及び「平成２３年通知」）で求められていることで

あり，設計者，施工者の両者に報告を求めることは容易に推測がで

きることであるため，開示するよう求めます。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 本件審査請求について 

本件審査請求は，以下（１）の保有個人情報開示請求に対し，（２）の

部分開示決定を行ったことに対して，（３）の審査請求があったものであ

る。 

（１）本件開示請求は，法に基づき，処分庁に対して，「特定年Ａ及び特定



8 

 

年Ｂ（特定期間）に特定市から国土交通省中部地方整備局に提出された，

特定地番所在の開示請求者所有の建物（以下「本件建築物」という。）

に係る書類（特定市から提出された書類の全て）」の開示を求めたもの

である。 

（２）本件開示請求を受けて，処分庁は，原処分を行った。 

（３）これに対し，審査請求人は，諮問庁に対し，原処分の取消しを求める

とともに，原処分において一部開示決定を行った文書の不開示部分（違

反建築物等処理簿の処理欄（担当者印）を除く。）を開示するよう求め

て，本件審査請求を提起したものである。 

 ２ 審査請求人の主張について 

   上記第２の２（１）と同旨のため省略。 

 ３ 本件対象保有個人情報について 

違法行為等に関する情報の提供について（特定年月日Ｈ付け特定文書番

号Ａ） 

平成１８年通知に基づき，特定行政庁である特定市長が，本件建築物が

違反建築物であること等について，国土交通大臣（中部地方整備局受）宛

てに情報提供した文書。 

添付資料①：建築計画概要書等 

   本件建築物の建築主，設計者，建築物及びその敷地に関

する事項等を記載した「建築計画概要書」並びに建築確認

及び完了検査の済証番号及び交付年月日等を記載した「建

築基準法令による処分等の概要書」。 

添付資料②：違反建築物等処理簿 

   特定市が違反の疑いがある建築物の情報を得た場合に作

成しているものであり，違反又はその疑いのある建築物の

概要及び処理経過等が記載されているもの。 

添付資料③：建築基準法１２条５項に基づく報告書の写し 

   建築基準法１２条５項に基づき，特定年月日Ａ付けで本

件建築物の設計者及び工事監理者である者が特定市に提出

した報告書並びに特定年月日Ｂ付けで本件建築物の建築主

の代理者及び工事監理者である者が特定市に提出した報告

書一式。 

添付資料④：「特定地番の建物の違反行為について（回答）」 

   本件建築物の違反行為に対する指摘について，特定年月

日Ｄ付けで特定市が建築主宛てに回答したもの。 

添付資料⑤：「是正計画書の提出について（依頼）」 

（特定年月日Ｄ付け特定文書番号Ｂ） 

（特定年月日Ｅ付け特定文書番号Ｃ） 
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（特定年月日Ｆ付け特定文書番号Ｄ） 

（特定年月日Ｇ付け特定文書番号Ｅ） 

   これらの４文書はいずれも，特定行政庁である特定市長

が，本件建築物の建築主に対し，建築基準法違反の内容を

伝え，それらの違反内容の具体的な是正方法や工程などの

提出を依頼したもの。 

 ４ 原処分において一部開示決定を行った文書について 

   原処分において一部開示決定を行った文書は「違法行為等に関する情報

の提供について」のうち，添付資料②の「違反建築物等処理簿」，及び添

付資料③の「建築基準法１２条５項に基づく報告書」（以下「本件文書」

という。）であり，他の文書（添付資料①，④，⑤）は，原処分において，

審査請求人に対して全て開示されている。 

なお，法１４条２号の規定に基づき，開示請求者以外の個人に関する情

報であって，特定の個人を識別することができるもの，及び同条７号の規

定に基づき，公にすることにより，建築行政に係る事務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあるものに該当する部分については，不開示としてい

る。 

 ５ 原処分に対する諮問庁の考え方について 

   本件文書の不開示部分について，開示すべき旨及び不開示部分の不開示

情報該当性について検討する。 

（１）違反建築物等処理簿の不開示部分について 

   原処分では，調査日，調査員，発見種別，違反の内容，処理欄（年月

日，処理経過，担当者印）について，法１４条７号柱書きに該当すると

して不開示としている。 

審査請求人は，不開示部分のうち審査請求人本人が知っている情報は

開示すべきと主張しているが，それぞれの項目については，以下のよう

に審査請求人本人が知り得る情報ではない。 

  ア 調査日について 

    調査日の欄に記載する日付は，特定市が違反建築物等の疑いがある

と覚知した日である。当該案件では審査請求人が中部地方整備局へ通

報したことにより特定市が覚知することとなったため，審査請求人が

通報した日を調査日としている。 

  しかし，審査請求人が知り得るのは，自らが通報を行った事実及び

その日付だけであり，審査請求人の通報により特定市が当該案件を覚

知した事実は，審査請求人は通常知り得ないため，調査日については

審査請求人が知り得る情報では無い。 

   イ 調査員について 

    当該欄に記載の人物は，本件建築物の現地確認に関わった人物であ
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り，この人物の情報は審査請求人が知り得る情報である。しかし，違

反建築物等処理簿に調査員として現地確認に関わった人物を記載する

ことは，審査請求人が知り得る情報では無い。 

  ウ 発見種別について 

    発見種別の欄には，特定市が通常違反建築物を覚知するいくつかの

方法について記載されているが，特定市の一般的な違反建築物対応の

流れは公開されていないため，これらの方法は審査請求人が知り得る

情報ではない。 

  また，当該違反建築物を覚知した方法について示されているが，審

査請求人が知り得るのは，自らが通報を行ったという事実のみであり，

当該通報によって特定行政庁である特定市が当該違反建築物を覚知し

た事実は，審査請求人は通常知り得ないため，これも審査請求人が知

り得る情報では無い。 

   エ 違反の内容について 

     違反の内容については，特定市が審査請求人に送付した文書「是正

計画書の提出について（依頼）」に違反の内容が記載されており，

審査請求人が知り得る情報である。 

  しかし，当該欄に違反の内容を記載した時期は現地調査より前であ

り，違反の内容が確定していない状況で記載されたものである。よっ

てその内容は，審査請求人が知り得る情報では無い。 

オ 処理欄について 

  処理欄には，違反建築物処理に係る特定市内部の対応や，特定市に

よる関係者（審査請求人，関与した建築士等）への対応の状況につい

て記録されている。審査請求人が知り得るのは，自らが特定市とやり

とりをした事実のみであり，これらの対応の状況が記録されている事

実や，記録の具体的な方法及び内容は，審査請求人が知り得る情報で

はない。 

カ そして，審査請求人本人が通常知り得ないこれらの情報を，審査請

求人本人に開示した場合には，以下の影響が想定される。 

（ア）処分庁に確認したところ，本件建築物については，現在関与した

建築士の処分に向けて処分庁において事実確認を行っているところ

であり，今後国が，本件に関与した建築士に対して報告聴取を行う

予定である。国から審査請求人へ調査・報告内容が開示された事実

を何らかの方法で建築士が知った場合，以後国に対し情報が開示請

求人に開示されることを懸念し，正確な違反事実等の報告をためら

うおそれがある。 

（イ）一般的に，違反事実を把握した特定行政庁は，建築士を指導する

国土交通大臣（国）等に建築士処分に係る情報提供を行う。当該内
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容が特定の個人に開示されると特定行政庁が懸念することにより，

本件に限らず特定行政庁が個人に関わる情報等の提供をためらうお

それがある。 

キ そのため，建築士の処分に係る今後の報告・聴取に関係者の協力が

得られなくなるなど，法令違反の正確な事実の把握が困難になり，建

築士の指導監督に係る事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある

ため，法１４条７号柱書きに該当すると認められる。そのため，原処

分で不開示とした判断は妥当である。 

 （２）建築基準法１２条５項に基づく報告書の不開示部分について 

    原処分では，報告者の氏名・印影及び現在までの経過概要について，

法１４条２号に該当するとして不開示としている。 

   ア 当該建築物の設計者及び工事監理者である者が特定市に提出した報

告書について 

    諮問庁において当該部分の不開示情報該当性について検討したとこ

ろ，当該報告者の氏名，印影，当該報告者が記載した現在までの経過

概要は，事業を営む個人の当該事業に関する情報にあたり，法１４条

２号に該当するとは認められない。 

  しかし，特定市が誰から建築基準法１２条５項に基づく報告書の提

出を受けたかという情報は，違反建築物に係る，特定市による審査請

求人以外の関係者への対応の状況に該当し，上記（１）に示すとおり

法１４条７号柱書きに該当する不開示情報である。報告者の氏名，印

影，現在までの経過概要は，それをもって報告者が誰かを特定するこ

とができる情報であり，開示した場合，不開示情報を開示することに

なる。 

そのため，原処分で不開示とした判断は妥当である。 

   イ 建築主（審査請求人に同じ。）の代理者及び工事監理者である者が

特定市に提出した報告書について 

    当該報告者の氏名及び印影は，審査請求人以外の個人に関する情報

であって，審査請求人以外の特定の個人を識別することができるもの

に該当すると認められる。そして，当該報告書の報告者の氏名につい

ては，通常審査請求人が知り得るものではないため，法１４条２号た

だし書イには該当せず，ただし書ロ及びハにも該当しない。そのため，

法１４条２号に該当すると認められ，原処分で不開示とした判断は妥

当である。 

６ 結論 

  以上のことから，原処分は妥当であると考える。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 
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   ① 平成３０年１１月８日  諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同年１２月１０日    審議 

   ④ 同月１１日       審査請求人から意見書及び資料を収受 

   ⑤ 平成３１年１月２１日  本件対象保有個人情報の見分及び審議 

   ⑥ 同年２月２６日     審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件対象保有個人情報について 

本件対象保有個人情報は，特定市長が国土交通大臣に対し本件建築物が

違反建築物であること等を情報提供した文書に記録された保有個人情報で

あり，処分庁は，その一部を法１４条２号及び７号に該当するとして不開

示とする原処分を行った。 

これに対し，審査請求人は，本件対象保有個人情報の不開示部分のうち，

違反建築物等処理簿の処理欄（担当者印）を除く部分（以下「本件不開示

部分」という。）を開示するよう求めているが，諮問庁は，原処分で不開

示とした判断は妥当であるとしていることから，以下，本件対象保有個人

情報の見分結果を踏まえ，本件不開示部分の不開示情報該当性について検

討する。 

 ２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 

   当審査会において，本件対象保有個人情報を見分したところ，本件対象

保有個人情報は，「違法行為等に関する情報の提供について」と標題のあ

る特定市長が国土交通大臣宛てに違法行為に関する情報提供を行った文書

及びその添付資料に記録された保有個人情報であり，本件不開示部分は，

当該添付資料のうち，「違反建築物等処理簿」（以下「文書１」とい

う。），「特定年月日Ａ付け建築基準法１２条５項に基づく報告書の写し」

（以下「文書２」という。）及び「特定年月日Ｂ付け建築基準法１２条５

項に基づく報告書の写し」（以下「文書３」という。）の一部であると認

められる。 

（１）文書１について 

  ア 文書１は，特定市が違反の疑いがある建築物の情報を得た場合に作

成する違反又はその疑いのある建築物の概要及び処理経過等が記載さ

れている違反建築物等処理簿であり，そのうち，本件不開示部分は，

調査日，調査員，発見種別，違反の内容並びに処理欄の年月日及び処

理経過の各欄の記載部分と認められる。 

  イ 当審査会事務局職員をして諮問庁に対し，本件不開示部分の不開示

理由について改めて確認させたところ，諮問庁は，以下のとおり説明

する。 

  （ア）違反建築物等処理簿は，特定市が違反の疑いがある建築物の情報
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を得た場合に作成しているものであり，本件不開示部分に記録され

ている情報は，上記第３の５（１）アないしオで説明したとおり，

いずれも審査請求人が知り得る情報ではなく，これを開示すると，

特定市が行う違反建築物に関する事務の詳細が明らかとなり，今後

の違反事実の把握を困難にするおそれがあることから，法１４条７

号柱書きに該当する。 

（イ）また，特定行政庁である特定市が行う違反建築物に関する事務の

詳細が特定の個人に開示されると，本件に限らず特定行政庁が個人

に関わる違反建築物等の情報提供をためらうおそれがあり，そうす

ると，建築士の処分に係る報告・聴取に関係者の協力が得られなく

なるなど，法令違反の正確な事実の把握が困難になり，国が行う建

築士の指導監督に係る事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあ

るため，法１４条７号柱書きに該当する。 

ウ 以下，検討する。 

（ア）調査員欄の記載部分及び発見種別欄中の本件建築物の違反に係る

記載部分について 

調査員欄の記載部分及び発見種別欄中の本件建築物の違反に係る

記載部分は，本件建築物に係る調査員名及び特定市が当該違反につ

いて覚知した方法が記載されていると認められる。 

審査請求人は，本件建築物に係る違反は審査請求人が行った通報

を端緒とし，現地確認の際に審査請求人も立ち会っている旨主張し

ており，諮問庁も理由説明書において，その旨を認めていることか

らすると，当該不開示部分に記録されている情報は，審査請求人が

知り得ている情報であると認められることから，これを審査請求人

に開示しても，そのことにより，特定市が行う違反建築物に関する

事務の詳細が明らかとなり，今後の違反事実の把握を困難にするお

それ及び国が行う建築士の指導監督に係る事務の適正な遂行に支障

を及ぼすおそれがあるとする諮問庁の上記アの主張は認め難い。 

   したがって，当該不開示部分は，法１４条７号柱書きに該当せず，

開示すべきである。 

   （イ）その余の記載部分について 

      その余の調査日，発見種別（上記（ア）で判断した部分を除

く。），違反の内容並びに処理欄の年月日及び処理経過の各欄の記

載部分は，特定市が違反建築物を把握するための端緒に関する情報

や違反事実の把握の手法，国土交通大臣へ情報提供するまでの流れ

等が具体的かつ詳細に記載されていると認められ，これらの情報に

ついて審査請求人が知り得ているとする特段の事情も認められない

ことから，これを開示すると，特定市が行う違反建築物に関する事
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務の詳細が明らかとなり，今後の違反事実の把握を困難にするおそ

れがあるとする諮問庁の上記イ（ア）の主張は否定し難い。 

      したがって，当該不開示部分は，法１４条７号柱書きに該当し，

不開示としたことは妥当である。 

（２）文書２について 

ア 文書２は，特定年月日Ａ付けで特定市に提出された建築基準法１２

条５項に基づく報告書の写しであり，そのうち，本件不開示部分は，

報告者氏名，印影及び現在までの経過概要欄の記載部分であると認め

られる。 

  イ 原処分においては，当該不開示部分は法１４条２号に該当するとし

ていたが，諮問庁は，同号に該当するとは認められず，同条７号柱書

きに該当する旨説明していることから，当審査会事務局職員をして諮

問庁に対し，当該不開示部分の不開示理由について改めて確認させた

ところ，諮問庁は，当該部分は，事業を営む個人の当該事業に関する

情報に当たり同条２号には該当しないが，これを開示すると，報告者

が報告内容を開示されることを懸念し，特定行政庁や国に対し正確な

報告をためらうなど法令違反の正確な事実の把握が困難となるおそれ

があることから，同条７号柱書きに該当する旨説明する。 

  ウ 以下，検討する。 

（ア）報告者の氏名及び印影について 

     文書２は，建築基準法１２条５項に基づき，特定行政庁である特

定市長が本件建築物に係る違反事実の把握のため報告を求めた報告

書であり，同項に基づき特定行政庁等が報告を求めることができる

者は，所有者，建築主，設計者，施工者及び工事監理者等と規定さ

れているところ，審査請求人は，本件建築物の所有者兼建築主であ

り，設計者，施工者及び工事監理者等の同項に基づき報告を求める

ことができる者は，審査請求人が知り得る情報であると認められる。

そうすると，審査請求人は，開示されている報告書の内容等から，

当該報告者を推認することが可能と考えられることから，当該不開

示部分を審査請求人に開示しても，そのことにより，報告者が報告

内容を開示されることを懸念し，特定行政庁や国に対し正確な報告

をためらうなど法令違反の正確な事実の把握が困難となるおそれが

あるとは認め難い。 

     したがって，当該不開示部分は，法１４条７号柱書きに該当せず，

開示すべきである。 

  （イ）現在までの経過概要欄の記載部分について 

     当該不開示部分には，本件建築物の違反事実等に係る経過につい

て，報告者の認識に基づく率直な意見等が具体的に記載されている
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と認められ，これらの記載について，審査請求人が知り得ていると

する特段の事情も認められない。そうすると，これを開示すると，

報告者が報告内容を開示されることを懸念し，特定行政庁や国に対

し正確な報告をためらうなど法令違反の正確な事実の把握が困難と

なるおそれがあるとする諮問庁の上記イの説明は否定し難い。 

     したがって，当該不開示部分は，法１４条７号柱書きに該当し，

不開示としたことは妥当である。 

（３）文書３について 

ア 文書３は，特定年月日Ｂ付けで特定市に提出された建築基準法１２

条５項に基づく報告書の写しであり，そのうち，本件不開示部分は，

報告者氏名及び印影であると認められる。 

イ 当該報告者の氏名及び印影は，法１４条２号に規定する審査請求人

以外の個人に関する情報であって，審査請求人以外の特定の個人を識

別することができるものに該当すると認められる。 

ウ そこで，法１４条２号ただし書該当性について検討すると，諮問庁

は，文書３の報告者氏名については，通常審査請求人が知り得るもの

ではないため，同号ただし書イには該当せず，同号ただし書ロ及びハ

にも該当しない旨説明する。 

エ しかしながら，上記（２）ウ（ア）のとおり，建築基準法１２条５

項に基づく報告者は，審査請求人が知り得る情報であると認められる

ことから，文書３の本件不開示部分のうち報告者氏名は，法１４条２

号ただし書イに該当し，開示すべきである。 

オ 他方，印影については，審査請求人は，審査請求人が知り得る情報

である旨主張するが，文書３にどのような印影が押印されているかに

ついて，審査請求人が知り得ているとする特段の事情も認められない

ことから，当該印影は，審査請求人が知り得る情報であるとは認めら

れず，法１４条２号ただし書イに該当するとは認められない。また，

同号ただし書ロないしハに該当する事情も認められない。 

したがって，当該印影は，法１４条２号に該当し，不開示としたこ

とは妥当である。 

 ３ 審査請求人のその他の主張について 

   審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

４ 本件一部開示決定の妥当性について 

  以上のことから，本件対象保有個人情報につき，その一部を法１４条２

号及び７号に該当するとして不開示とした決定については，審査請求人が

開示すべきとする部分のうち，別紙に掲げる部分を除く部分は，同条２号

及び７号柱書きに該当すると認められるので，不開示としたことは妥当で
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あるが，別紙に掲げる部分は，同条２号及び７号柱書きのいずれにも該当

せず，開示すべきであると判断した。 

（第５部会） 

  委員 南野 聡，委員 泉本小夜子，委員 山本隆司 
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別紙（開示すべき部分） 

 

 文書１の調査員欄の記載部分及び発見種別欄中の本件建築物の違反に係る記

載部分，文書２の報告者氏名及び印影並びに文書３の報告者氏名 

 


